



























　さらに近年、エビデンスレベルが高いプログラムと報告されたのが、Youth Aware of Mental 
Health Programme（YAM）である（5）, （6）。YAMは、EU諸国が参加した若者のメンタルヘルス調査・







































































































































GRIP SEYLE いのちの授業 SOSの出し方教育
対象 小中学生 高校生 中学高校生 小中高校生
講師 教員 心理士 教員 保健師等
























（2） 厚生労働省：人口動態調査 .  https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/81-1.html）
（3） Tompkins TL, Witt J, Abraibesh N. Does a gatekeeper suicide prevention program work in a school setting? 
Evaluating training outcome and moderators of effectiveness.  Suicide and Life-Threatening Behavior.  2010; 40: 506―
515.
（4） Aseltine RHJ, DeMartino R: An outcome evaluation of the SOS suicide prevention program.  American Journal of 
Public Health.  2004; 94: 446―51.
（5） Wasserman C, Postuvan V, Hetra D, et al.  Interactions between youth and mental health professionals: The Youth 
Aware of Mental health (YAM) program experience.: PLoS ONE: 2018: 13: e0191843.  https://doi.org/10.1371/journal.
pone.0191843.
（6） 川島義高、菅原大地、太刀川弘和、他 .；カロリンスカ大学で開発されたYouth Aware of Mental Health 
Program（YAM）の日本への導入可能性の検討：第42回日本自殺予防学会総会抄録集 .  2018：97.
（7） Wasserman D, Hoven CW, Wasserman C, et al. School-based suicide prevention programmes: the SEYLE cluster-
randomised, controlled trial. Lancet.  2015; 385: 1536―1544.
（8） 厚生労働省：自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して～（平成29







（11） 川野健治：自殺予防教育プログラムGRIPの開発．心と社会 2017; 48(1): 71―76.
（12） 髙橋あすみ、太刀川弘和、菅原大地、他：大学生向け自殺予防教育プログラム作成の試み―セルフ・スティ
グマの低下に焦点を当てて―. ：第41回日本自殺予防学会総会抄録集 .  2017; 86.
（13） 髙橋あすみ、太刀川弘和、菅原大地、他 .  大学生向け自殺予防教育プログラムCAMPUS―医学生に対す
る2つの演習の比較検討―. 第55回全国大学保健管理研究集会抄録集 .  2017; 175.
（14） 児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議 : 子供に伝えたい自殺予防（学校における自殺予防教育
導入の手引）．文部科学省、2014.
（15） 自殺対策を推進する議員の会：若者自殺対策に関する緊急要望（平成26年6月17日）











（21） World Health Organization: Preventing suicide―A grobal imperative. WHO, Geneve, 2014.（自殺予防総合対策
センター監訳：自殺を予防する―世界の優先課題、自殺対策予防総合センター、東京、2014）
（22） 「教育委員会は、大ウソつき」埼玉県川口市で高1生徒がいじめを苦に自殺：文春オンライン2019年9月9
日配信（https://bunshun.jp/articles/_/13975）
※ウェブ上の文献については、すべて2019年12月11日に確認。
